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1. はじめに 

 我が国では，新東名高速道路の開通など，大都市

圏間の交通網の整備はかなり進んでいる．他方で，

地方都市圏間などの交通網は未だ十分でない地域も

ある．今後，これらのネットワークの整備が進むこ

とで，医療や観光活性化など，地方にとって重要な

効果が期待される．しかし，これらの路線は十分な

需要が見込めないことから整備効果を疑問視する見

方もある．交通網整備効果を定量的に分析する方法

として，所要時間，一般化費用，地域交流圏（等時

間圏）などが用いられることが一般的であるが，こ

れらでは目的地の土地利用が考慮されない点が課題

である．そこで本研究では，地域間交通に係る一般

化費用に加えて，交通目的に応じた各地域の施設や

土地利用を考慮することができるアクセシビリティ

（AC）指標を提案する．この指標を用いたケースス

タディとして，リニア中央新幹線及び中部横断自動

車道が通過する東京－名古屋間の地域に適用し，長

距離鉄道・航空と自動車とが提供する AC の比較や，

各地域の相互影響等について分析する． 

 

2. アクセシビリティ指標の開発 

2.1 アクセシビリティ指標の定義 

 本研究では AC 指標を「地域から施設への近接性

を定量的に評価する指標」とし，式（1）で定義する．

本研究で対象とする施設及び魅力値の一覧を表-1

に示す．  
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ここで，i: 評価対象地域（起点） 

j: 目的地域（終点） AT: 魅力値 

α: 距離逓減パラメータ 

cij: 地域 i から地域 j へ移動する際の一般化費用 

 

 

表-1 対象施設及び魅力値一覧 

目的 対象施設 魅力値（使用データ） 

業務 
企業 

全産業事業所数（H17 国勢調査-H18 

事業所統計リンク地域メッシュ統計） 

国際会議場 会議場席数 

観光 

自然 

ツーリズム 
観光資源数（国土数値情報） 

文化施設 観光資源数（国土数値情報） 

医療 

病院 
病院数（H17 国勢調査-H18 事業所 

統計リンク地域メッシュ統計） 

がん診療 

連携病院 
拠点数（がん診療連携拠点病院一覧） 

買物 中心店 中心店売り場面積（H19 商業統計） 

 

2.2 魅力値の集計 

 魅力値の計算は汎用ソフトウェア（ArcGIS 10.0）

を用いる．対象施設データを作成した上で，地域ご

とに魅力値を集計する． 

2.3 地域間一般化費用の算出 

各地域の中心間を移動する際の一般化費用は，1）

鉄道・航空利用時，2）自動車利用時のそれぞれの値

を算出する．そのための経路探索には，国土交通省

が提供するソフトウェア NITAS（National Integrated 

Transport Analysis System：全国総合交通分析システ

ム）を用いる．  

2.4 距離逓減パラメータの推定 

距離逓減パラメータ αは，第四回全国旅客流動調

査－207 生活圏間流動表の代表交通機関別旅行目的

別流動表から式（2）を用いて推定する．本来，この

パラメータは交通目的によって異なるが，本研究で

は交通目的に関わらず同じ値をとると仮定する．表

-2 に推定結果を示す． 

  ijjiij cAGT 
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ここで，Tij: 地区 i，j 間の分布交通量  

cij: 地区 i，j 間の一般化費用  

Gi: 地区 i の発生交通量 Aj: 地区 j の集中交通量 

α，β，γ，δ: パラメータ 



表-2 パラメータの推定結果 

α[/円]推定結果 t 値 

3.30×10-4 -42.2 

 

3. ケーススタディ 

3.1 対象地域の概要 

 本稿では，東京，神奈川，山梨，静岡，長野，岐

阜，愛知の 1 都 6 県を対象地域とし，現況のアクセ

シビリティを算出する．評価単位は地域生活圏とす

る．なお，各地域の中心駅を地域の中心点としてい

る． 

3.2 現況の交通サービスレベルの分析結果 

 図-1 に現況の交通サービスレベルにおける事業

所への AC（鉄道・航空利用時）の算出結果を示す．

対象施設の魅力値を全産業事業所数で表しているた

め，魅力値が大きい東京，名古屋などの大都市の AC

が大きくなっている．大都市圏へのアクセスが便利

な東海道新幹線の駅が存在する地域で AC が大きく

なっており，飛騨地域，長野県，山梨県に属する地

域の AC は小さくなっていることがわかる． 

 図-2 は長野県内の 5 地域における AC の内訳を示

している．長野地域，上田地域では，AC のうち，

23 区地域の占める割合が大きく，これは東京都心部

へ通じる長野新幹線による効果だと考えられる．一

方，諏訪・伊那地域，飯田地域では，AC のうち，

尾張・名古屋地域の占める割合が大きい．これは，

JR 中央本線，JR 飯田線による名古屋へのアクセス

のしやすさが現れている．  

 図-3 に現況の交通サービスレベルにおける事業

所への AC（自動車利用時）の算出結果を示す．鉄

道・航空利用時と同様に，こちらも新東名高速道路

の通る地域など，大都市圏へアクセスしやすい地域

で AC は大きくなっている． 

 

4. おわりに 

 本研究では地域間交通に係る一般化費用に加えて，

交通目的に応じた各地域の魅力を考慮することがで

きるアクセシビリティ指標を提案した．今後は，ケ

ーススタディ地域で予定される高速道路，鉄道開通

後の AC を算出し，現況の AC と比較し，その整備

効果を評価する予定である． 

 

図-1 事業所への AC：鉄道・航空利用時 

 

 

図-2 事業所への AC 内訳：鉄道・航空利用時 

（長野県 5 地域起点） 

 

 

図-3 事業所への AC：自動車利用時 
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